
1

2

延長

施行区域面積 約１１．２ha

備考面積名称

階数 地上　３０階／地下２階 約１３７ｍ

階数
地上　３階／地下１階

地上１６階／地下２階

高さ

高さ

地区面積 約３．１ｈａ 構造

約　４６ｍ

（ふたこたまがわひがし）

　開発に当たっては、二子玉川地域の特色である自然環境と調和した「人と環境にやさしい
まちづくり」を基本とする。

鉄骨造、鉄筋コンクリート造

ＮＯ．１２０  二子玉川東地区（組合施行）

鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造
鉄骨鉄筋コンクリート、一部鉄筋コンク

リート造
鉄骨造

約　８２ｍ

約　１４ｍ

地上４２階／地下１階 約１５０ｍ

１　計画の概要

計画地 世田谷区玉川一・二・三丁目の各地内

Ⅱ期

地上　８階／地下１階

地区面積 約８．１ｈａ 構造

二子玉川東地区
第一種市街地再開発事業

幅員

２　都市計画の内容

名称

公共施設の配置
及び規模

計画の概要

　二子玉川東地区の都市基盤を整備し、「広域生活拠点」としてふさわしい複合的都市機能
を集積させる。

Ⅰ期

道
路

放射４号線
１５ｍ

【３０ｍ】
約１６０ｍ

延長 備考面積

【　】内は全幅員
（以下同じ。）都市
計画道路拡幅

名称 幅員

－

公共施設の配置
及び規模

Ⅰ-a

Ⅰ-b

Ⅱ-a

Ⅱ-b

Ⅲ

店舗・事務所・駐車
場

約８０％ 約３７０％
低層部２５ｍ

高層部１０５・１５５ｍ
店舗・住宅・駐車場

約８０％ 約２４０％ 低層部２０ｍ

街
区

建ぺい率 容積率

新設

店舗・事務所・駐車
場

約８０％ 約５２０％
低層部２０・３０ｍ
高層部１４０ｍ

店舗・事務所・駐車
場・ホテル

中層部３５・６０ｍ
高層部８５ｍ

公
園

第４・４・６号
二子玉川公園

－ － 約５２０㎡

主要用途

約８０％ 約６００％

都市計画公園兼用
工作物

街区公園 －

約８０％ 約６６０％

約２，０００㎡

中層部５０ｍ 店舗・事務所

建築物の
高さの限度

壁面の
位置の限度

－

－ 拡幅

－

－ 拡幅

都市計画道路新設

区画道路３号

道
路

放射４号線
１５ｍ

【３０ｍ】
約１６０ｍ

区画道路２号
８～１３ｍ

【８～１３m】
約１２０ｍ

８ｍ【８ｍ】 約３０ｍ

区画道路４号 ７ｍ【７ｍ】 約６０ｍ

整備済み

補助３２９号線

１６ｍ【１６ｍ】

約１９０ｍ

－

都市計画道路新設

　なお、玉川一丁目及び玉川二丁目各地内に、面積
約５，８００㎡の交通広場を設ける。

補助１２５号線

－ 都市計画道路新設

－ 都市計画道路新設約６１０ｍ

【　】内は全幅員
（以下同じ。）都市
計画道路拡幅

約８５０ｍ

約５０ｍ

－

一部新設

６ｍ【６ｍ】

２～１０ｍ

区画道路１号

１１～１７ｍ
【２５．０～２７．５ｍ】

１６ｍ【１６ｍ】

－

公共施設の配置
及び規模

補助４９号線

建築物の整備



街
区

Ⅰ-a

Ⅰ-b

Ⅱ-a

Ⅱ-b

Ⅲ

Ⅰ-a

Ⅰ-b

Ⅱ-a

Ⅱ-b

Ⅲ

面　　　　　　　積 約１２．１ｈａ

３　地区計画（再開発等促進区を定める地区計画）

約１３，５００㎡

約２７，９００㎡
建築敷地の整備

建築敷地面積 整備計画

約３，０００㎡

・敷地内に広場及び歩行者通路を設ける。
・建築敷地境界より、建物を２、３、４、５ｍ後退させて
歩道状空地を確保する。

備考

区
域
の
整
備
及
び
開
発
に
関
す
る
方
針

再開発地区
計画目標

　本地区は、世田谷区の広域生活拠点として位置付けられており、都市基盤等の整備とあわ
せて駅周辺の商業及び業務の活性化を図るとともに、大規模未利用地を活用して土地の合
理的な高度利用と都市機能の更新を行い、水と緑の豊かな自然環境と調和した安全で快適
な、居住機能を含む複合市街地の創出を図ることを目標とする。

土地利用に
関する

基本方針

　アメニティ豊かな都市空間の創出に向けて、隣接する都市計画公園（二子玉川公園）と連
携した、商業・業務・住宅等、各種機能を備えた広域生活拠点にふさわしい魅力ある複合市
街地の創出を図るため、本地区を六つの街区に分けて各々の特性に応じた土地利用の方
針を以下のように定める。
１　地区全体にわたり、土地の高度利用を図ることにより、人工地盤上も含んだ大規模なオ
　ープンスペースを生みだし、歩車分離された安全で快適な歩行者空間を創出する。
２　Ⅰ-ａ街区、Ⅰ-ｂ街区及び鉄道街区は、二子玉川駅とともに、交通広場と連続した大規
　模なガレリア空間を整備することによって交通結節点の形成を図り、商業・業務主体で文
　化・余暇機能及び駅機能等が複合した街区として整備する。
３　Ⅱ-ａ街区は、水と緑あふれる人工地盤上のオープンスペースとともに、低層部に商業
　機能を配置し業務・宿泊機能、文化・余暇機能等が集積した複合街区として整備する。
４　Ⅱ-ｂ街区は、商業機能等をもつ駐車場棟として整備する。
５　Ⅲ街区は、二子玉川公園へ続く人工地盤上の大規模なオープンスペースを緑豊かで快
　適な空間として整備することにより、商業機能等を併せ持つ、良好な環境を有する居住街
　区として整備する。

公共施設等の
整備の方針

　安全で快適な市街地形成を図るため、地区内における公共施設等の整備の方針を以下の
ように定める。
１　二子玉川駅の交通結節機能の強化を図るため、交通広場と連続性を持つ広場及び隣接
　する二子玉川西地区への地下連絡通路に対応した広場を整備する。
２　二子玉川公園と交通広場を結ぶ充実した歩行者ネットワーク形成のため、建物周辺の空
　地と一体となった歩行者通路等を整備する。
３　歩行者主動線を補完するものとして歩行者連絡通路を設置し、歩行者動線の強化を図
　る。
４　交通処理の円滑化を図るため、都市計画道路、交通広場と併せて、区画道路を整備す
　る。
５　快適な居住環境を創出するため、街区公園を整備する。

建築物等の
整備の方針

　健全な都市空間の形成に向けて、建築物等の整備の方針を以下のように定める。
１　道路空間と一体となった安全で快適な歩行者空間や緑化スペース等を創出するため、
　壁面の位置の制限を定める。
２　健全な複合市街地形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。
３　地域の防災性を向上するため、建築物等の不燃化を図る。
４　多摩川、国分寺崖線周辺の自然環境と調和のとれた魅力ある都市景観を創造する
　ため、オープンスペースを確保し、緑化の推進を図るとともに、建築物等の形態又は
　意匠の制限を定める。

約３，５００㎡

約２５，４００㎡

約１８，４００㎡

約１０，０００㎡（約８，０００㎡）

約９３，１００㎡

約９９，２００㎡（約８８，７００㎡）

約２１，７００㎡

都市計画決定 平成１２年６月２６日　東京都告示第８４２号

名　　　　　　　称 二子玉川東地区再開発地区計画

位　　　　　　　置 世田谷区玉川一丁目、玉川二丁目及び玉川三丁目各地内

建築面積

約２，２００㎡

約９，８００㎡

約１７，９００㎡（約１７，９００㎡）

住宅建設の目標

約８００戸

延べ面積（容積対象）

建築物の整備

約１６８，７００㎡（約１４２，５００㎡）

約１２１，３００㎡（約９４，０００㎡）

約２，５００㎡



名称

面積

建築物の敷
地面積の最

低限度
１，０００㎡ －

建築物の建
築面積の敷
地面積に対
する割合の
最低限度

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０％
　ただし、建築基準法第５３条第４項第１号に該当する建築物につ
いては２０％を加えた数値とする｡

３００％

建築物の延
べ面積の敷
地面積に対
する割合の
最低限度

２００％ －

建築物の延
べ面積の敷
地面積に対
する割合の
最高限度

６００％

Ⅰ-ａ街区 Ⅰ-ｂ街区

建築物等の
用途の制限

 　次に掲げる用途の建築物(風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第
6項各号に掲げる店舗型性風俗特殊営業の用に供するものを除く。）以外の建築物は建築し
てはならない。
１　店舗、飲食店及び事務所
２　アスレチッククラブ、フィットネスクラブその他これらに類するもの
３　劇場、映画館、演芸場、観覧場及び集会場
４　映画スタジオ、テレビスタジオその他これらに類するもの
５　学習塾、華道教室その他これらに類するもの（専修学校及び各種学校を含む。）
６　診療所及び動物病院
７　保育所その他これらに類するもの
８　遊戯場その他これらに類するもの
９　自動車車庫及び駐輪場
10 駅舎、中水道施設、歩行者通路その他の公共公益施設
11 巡査派出所、郵便局、公衆電話所その他これらに類するもの
12 建築基準法第４８条に基づき特定行政庁が許可した建築物
13 前各号の建築物に付属するもの

鉄道街区

約０．８ｈａ 約２．５ｈａ 約１．０ｈａ

－

地区の
区分

約９０ｍ 新設

歩行者連絡通路
２号

４ｍ 約９０ｍ 新設

　　　　　　　　　６６０％
　ただし、６５０％を超える部分につ
いては、中水道施設、地域供給変電
所又は巡査派出所の床面積に供す
るものとする。

約６０ｍ 拡幅

公　　　　園 街区公園 － － 約２，０００㎡ 新設

道　　　　路
約３０ｍ 既設(再整備)

延　　長 面　　積 備　　考

区画道路１号 ６ｍ 約５０ｍ 拡幅

区画道路２号

その他公共空地

歩行者連絡通路
１号

４ｍ

名　　称 幅　　員

８～１３ｍ

区画道路４号 ７ｍ

新設

歩行者ブリッジ２号 １２ｍ 約１６ｍ 新設

歩行者ブリッジ１号 ２０ｍ 約１６ｍ

その他の
公共空地

約１２０ｍ 一部新設

区画道路３号 ８ｍ

新設（人工地盤上）

歩行者通路２号 １２ｍ 約１６０ｍ 新設（人工地盤上）

歩行者通路１号 １２ｍ 約２２０ｍ

約７００㎡ 新設（人工地盤上）

広場２号 約３，０００㎡

延　　長 面　　積 備　　考

広場１号 約７００㎡ 新設

新設

主
要
な
公
共
施
設
の

配
置
及
び
規
模

種　　類 名　　称 幅　　員

広場３号

再
開
発
地
区
整
備
計
画

種　　類

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項



名称

面積

建築物の敷
地面積の最

低限度
１，０００㎡

Ⅱ-ａ街区 Ⅱ-ｂ街区

建築物の延
べ面積の敷
地面積に対
する割合の
最低限度

１５０％（公園部分を除く。）

建築物の建
築面積の敷
地面積に対
する割合の
最高限度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０％
　ただし、建築基準法第５３条第３項第１号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっ
ては１０％、同項第１号及び第２号に該当する建築物にあっては２０％を加えた数値とする。

建築物の建
築面積の最

低限度

建築物の延
べ面積の敷
地面積に対
する割合の
最高限度

　　   　　　５２０％
　ただし、５１０％を越える部
分については、中水道施設
の床面積に供するものとす
る。

３００％ ３７０％

建築物等の
用途の制限

　次に掲げる用途の建築物以
外の建築物は建築してはならな
い。
１　店舗、飲食店及び事務所
２　ホテル又は旅館
３　アスレチッククラブ、フィッ
　トネスクラブその他これら
　に類するもの
４　映画スタジオ、テレビスタ
　ジオその他これらに類する
　もの
５　学習塾、華道教室その他
　これらに類するもの（専修
　学校及び各種学校を含
　む。）
６　診療所及び動物病院
７　寺社、教会その他これら
　に類するもの
８　遊戯場その他これらに類
　するもの
９　自動車車庫及び駐輪場
10 中水道施設、歩行者通
　路その他の公共公益施設
11 郵便局、公衆電話所その
　他これらに類するもの
12 建築基準法第４８条に基
　づき特定行政庁が許可し
　た建築物
13 前各号の建築物に附属
　するもの

　次に掲げる用途の建築物以外の建築
物は建築してはならない。
１　店舗、飲食店及び事務所
２　集会所
３　自動車車庫及び駐輪場
４　歩行者通路その他の公共公益施設
５　公衆電話所その他これらに類する
　もの
６　建築基準法第４８条に基づき特定
　行政庁が許可した建築物
７　前各号の建築物に附属するもの

　次に掲げる用途の建築物
以外の建築物は建築して
はならない。ただし、建築物
の４階以上の階において
は、第１号に掲げる用途以
外の用途としてはならな
い。
１　住宅、寄宿舎、共同住
　宅その他これらに類する
　もの
２　店舗、飲食店及び事務
　所
３　集会場
４　診療所及び動物病院
５　保育所その他これらに
　類するもの
６　自動車車庫及び駐輪場
７　歩行者通路その他の公
　共公益施設
８　郵便局、公衆電話所そ
　の他これらに類するもの
９　建築基準法第４８条に
　基づき特定行政庁が許
  可した建築物
10 前各号の建築物に附属
　するもの

Ⅲ街区

約３．４ｈａ 約０．７ｈａ 約３．７ｈａ

－

　 建築物の壁面又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面の位置の制限を超えて建築して
はならない。ただし、歩行者ブリッジ及び歩行者連絡通路についてはこの限りでない。

　 建築物等の形態は、良好な都市景観を形成するため、多摩川や国分寺崖線などの自然
環境との調和に十分配慮したものとする。
　また、その外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避け、周辺環境と調和したものとす
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００㎡
　ただし、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な施設
についてはこの限りでない。

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

再
開
発
地
区
整
備
計
画

地区の
区分

壁面の位置
の制限

建築物等の
形態又は意
匠の制限



参
　
考

Ｉ－ａ

Ｉ－ｂ

ＩＩ－ｂ

ＩＩＩ

計

Ｉ－ａ

Ｉ－ｂ

ＩＩ－ｂ

ＩＩＩ

計

Ｉ－ａ

ＩＩ－ｂ

ＩＩＩ

店舗

０戸

事業認可

　　　　平成２２年　６月３０日　　東京都告示第　９５５号
　　　　平成２３年　４月１２日　　東京都告示第　６７６号（変更）
　　　　平成２３年　７月　７日　　東京都告示第１０３５号（変更）
　　　　平成２３年１２月２０日　　東京都告示第１７８７号（変更）
　　　　平成２４年１１月１６日　　東京都告示第１６２２号（変更）
　　　　平成２５年１２月１２日　　東京都告示第１６７８号（変更）
　　　　平成２６年１２月２６日　　東京都告示第１７２６号（変更）

約４１１億円総事業費

建ぺい率

地下２階：駐車場・防災備蓄倉庫
地下１階：フィットネスクラブ・駐車場・防災備蓄倉庫
地上１階：事務所･ホテル・フィットネスクラブ・店舗・駐車場・駐輪場
地上２階：事務所・店舗・集会場　地上３、４階：事務所・映画館
地上５階～地上27階：事務所　地上28階～地上30階：ホテル

住宅戸数

店舗、事務所、駐車場

店舗、事務所、住宅、診療所、集会所、駐車場

約２８，０８３㎡

都市計画決定 平成１２年６月２６日　東京都告示第８４３号

４　事業計画の概要

Ｉ－ｂ
用途

約４４４％

約８０％

容積率延べ面積

約１，０２４億円

Ⅱ期

敷地面積

用途

総事業費

　　　　　　　　平成１７年　３月　４日　　東京都告示第　２９８号
　　　　　　　　平成１９年　２月２２日　　東京都告示第　２１１号（変更）
　　　　　　　　平成１９年１０月２４日　　東京都告示第１３７２号（変更）
　　　　　　　　平成２０年　９月　８日　　東京都告示第１１３９号（変更）
　　　　　　　　平成２１年　５月１３日　　東京都告示第　７７９号（変更）
　　　　　　　　平成２２年　４月１２日　　東京都告示第　６１４号（変更）
　　　　　　　　平成２２年　９月１３日　　東京都告示第１１７６号（変更）
　　　　　　　　平成２３年　３月３０日　　東京都告示第　４２１号（変更）
　　　　　　　　平成２４年　７月２０日　　東京都告示第１１８５号（変更）

約２０９％

ＩＩＩ

建ぺい率

約１５７，０１６㎡

壁面の位置
の制限

　建築物の壁面又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面の位置の制限を越えて建築しては
ならない。ただし、歩行者ブリッジ及び歩行者連絡通路についてはこの限りでない。

建築物等の
形態又は意
匠の制限

　建築物の形態は、良好な都市景観を形成するため、多摩川や国分寺崖線などの自然環境との調和
に十分配慮したものとする。
　また、その外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避け、周辺環境と調和したものとする。

住宅、店舗、駐車場
駐車場

約８２％

約３６９％

約７６％

１０６，７５１㎡

住宅戸数

９，４２８㎡

４５，０１９㎡

地下１階～地上４２階

約１，０４１戸
地下２階～地上１６階

地下１階～地上３階

地下１階～地上８階

ＩＩ－ｂ

ＩＩＩ

約１，５５７台

　建築物の延べ面積に対する割合の最高限度に係る部分については、次の部分は床面積に算入しない。
１　当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に二以上の建築物がある場合においては、それらの建築物
　の各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度として、自動車車庫その他専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のた
　めの施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供する部分の床面積
２　共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分の床面積
３　建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１ｍ以下にあるものの住宅の用途に供する部分の床面積（当該床面積
　が当該建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計の３分の１を超える場合においては、当該建築物の住宅の
　用途に供する部分の床面積の合計の３分の１）

建築物の建
築面積の最

低限度

５００㎡
ただし、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な施設についてはこの限りでない。

Ⅰ期

約７４％

２，９５０㎡

Ｉ－ｂ

ＩＩ－ｂ

約８４％

１３，４１７㎡

１７，２０１㎡

２５，１８０㎡

Ｉ－ａ

計

容積率

２６６，７３３㎡（容積対象２０４，５６５㎡） 約４５４％

延べ面積

約５８３％

約７１％

事業認可

再
開
発
地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

Ｉ－ｂ

敷地面積

約６４９％

３，４７２㎡

１３３，３５３㎡

計

Ｉ－ａ



事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成２４年７月２０日 事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成２４年１月

権利変換期日（Ⅱ期）

平成２２年５月２０日 建築工事完了公告（Ⅰ期：Ⅲ街区Ａ・Ｃ・Ｇ棟）

平成２２年７月２０日 建築工事完了公告（Ⅰ期：Ⅲ街区Ｂ・Ｄ・Ｅ棟）

平成２２年６月３０日 組合設立・事業計画認可（Ⅱ期）

平成２３年１０月１５日

平成２３年１０月７日 権利変換計画認可、同公告（Ⅱ期）

平成２２年１１月３０日 建築工事完了公告（Ⅰ期：Ⅰ-ａ街区、Ⅰ-ｂ街区）

平成２３年３月３０日 事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成２５年１２月１２日

平成２８年１２月１２日 組合解散認可（Ⅱ期）

平成２８年１０月１４日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２６年１２月２６日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２４年１０月３１日

建築工事着手（Ⅱ期）

組合解散認可（Ⅰ期）

平成２３年４月１２日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２７年６月１６日 建築工事完了公告（Ⅱ期：Ⅱ-ａ街区）

平成２４年１１月１６日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

都市計画決定

昭和６２年７月７日 準備組合設立

昭和５８年３月 二子玉川地区再開発基本構想策定

再開発を考える会発足昭和５７年４月１５日

「環境影響評価書案に係る見解書」の縦覧・説明会

平成２２年４月３０日 建築工事完了公告（Ⅰ期：Ⅲ街区F棟）

平成２２年９月１３日

年　　月　　日 内　　　　　　　　　　　　　容

５　経緯

事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成１９年２月２２日

平成１１年９月

平成１９年３月１４日 権利変換計画認可、同公告（Ⅰ期）

平成１７年３月４日 組合設立・事業計画認可（Ⅰ期）

事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成１２年６月２６日

平成１５年９月２６日 区域公告（Ⅱ－ａ街区をエリアから除く。）

事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２３年７月７日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２３年１２月２０日 事業計画変更認可（Ⅱ期）

平成２２年４月１２日 事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成１９年１２月 建築工事着手（Ⅰ期）

事業計画変更認可（Ⅰ期）

事業計画変更認可（Ⅰ期）

平成２０年９月８日

平成２１年５月１３日

建築工事完了公告（Ⅰ期：Ⅱ-ｂ街区）平成２２年４月１日

平成１９年３月２９日 権利変換期日（Ⅰ期）

平成１９年１０月２４日



６　位置図

７　区域図

Ⅱ期 Ⅰ期 



８　完成写真


